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6月25日・26日の本会議では、一般質問が行われました。
その主な内容をご紹介します。（録画映像は神戸市会ホームページでご覧いただけます。）
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本会議での一般質問から
質問した議員

子育て世帯への
経済支援のあり方

Q特別定額給付金は4月27日時点で住基
ネットに記録されている方が対象であった。
例えば緊急事態宣言が解除された5月21日
まで市独自で基準を拡大し、対象から漏れて
しまった子育て世帯への支援も検討できた
のではないか。今後感染拡大の第2波に備え、
若者に選ばれるまち神戸として市独自の制
度を検討すべきではないか。
A特別定額給付金は所得制限を設けず、全国
一律に迅速・的確な家計支援を目的としてお
り、国の基準を上回る独自の支援策は考えて

いないが、妊婦へのタクシー費助成など限ら
れた財源の中で必要な方に効果的な支援を
市独自に実施していく。

学校における諸行事の見直し

Qこれまで慣習的に行ってきた学校行事につ
いて、神戸の教育に携わる者が、子供たちの
ために本当に必要な行事は何かを考える機
会となっている。新しい生活様式のなかで今
回の臨時的な措置のみならず、来年以降の行
事についてもゼロから検討すべきと考えるが
どうか。
A今後、新型コロナとともに生きていく社会
を前提に、授業や行事など学校生活でのあら
ゆる活動を見直していく必要がある。どのよ
うな形で実施することがよりふさわしいのか、
各行事の教育的意義、子供たちの心情、保護
者や地域の方々のご意見なども考慮しながら、
検討していきたい。

自 大野議員

公 髙瀬議員
教育・こども

都心・三宮再整備

Q都心・三宮再整備は、今後どのように進めて
いくのか。全体事業費とその経済効果の推計
結果は、広く市民に公表し理解を得る必要が
あるが、総額やその内訳、公費負担に対してど
れくらいの経済波及効果があるのか。また、財
政収支の見通しは大丈夫か。
A新型コロナの影響や経済の回復状況などを
十分に見極めながら、適切かつ柔軟に対応した
い。全体事業費は約7,440億円、うち市の負担
は約1,570億円。全体事業費に対し約1.5倍の
経済波及効果が見込まれ、事業完成に伴い市
の負担総額を上回る税収効果も期待できる。

今後とも市民の理解が得られるように努めて
いきたい。

北神急行市営化と北区の活性化

Q谷上駅を中心としたまちづくりを進め、
withコロナ・afterコロナ時代に向けて、都会
に最も近い北区での里山暮らしの様々なメ
リットや支援策を広くPRすべきと考える。市バ
ス62系統や111系統の利便性を高め、北区全
体の活性化に繋がるように進めるべきではな
いか。
A谷上駅周辺の都市機能や居住機能の導入の
検討を進め、都心近くの便利さと豊かな自然環
境を持つ里山暮らしの魅力と支援策をPRして
いく。また、市バスの利便性向上は、北神地域
をはじめとする北区全体の活性化に繋がるた
め、62系統の夜間の便など早期に実施できる
よう調整していきたい。

不要不急の事業計画の見直し

Q長期にわたり新型コロナへの対応が続く中、
感染拡大防止の取組みに全力を挙げるために
も、様々な施策や計画を精査し、不要不急の事
業の中止や変更が必要である。三宮再整備や

駅前再開発などの計画についても立ち止まっ
て見直すべきだと考えるがどうか。
A神戸がこれからも長きにわたって魅力ある
都市として発展していくためには、玄関口であ
る都心・三宮の再整備を着実に進めることが大
変重要であり、それは新型コロナの影響により
変わるものではない。状況変化を慎重に見極
めながら立ち止まらずに進めていくことが大
事であると考える。

西区役所玉津庁舎の利活用

Q西区役所の庁舎移転および玉津支所開設に
向けた具体的なスケジュール、また区民から
の意見・要望を受けた上での支所及び庁舎の
具体的な機能など、現在の運用方針の検討状
況を伺いたい。
A令和3年度中の西区役所移転に合わせ、現
玉津庁舎に玉津支所の暫定窓口を開設し、5年
度後半にリニューアルオープンを予定してい
る。玉津支所では、移転後も市民サービスが低
下しないよう、現西神中央出張所よりも取扱業
務を拡充する。庁舎には、市民意見をもとに、
子どものためのスペースなど、地域住民が利
用しやすい施設の整備を検討する。

自 河南議員

共 森本議員

自 植中議員

こ かじ議員

まちづくり

新型コロナウイルス感染防止に伴う
災害時の要援護者支援

Q要援護者の災害時の避難先として特別養護
老人ホームなど福祉施設を基幹福祉避難所と
して指定しているが、台風到来時期を控え、新
型コロナウイルス感染防止対策も踏まえた避
難について詳細にマニュアル化し、関係者や地
域住民に周知徹底することが必要と考えるが
どうか。

A今年2月に「災害時における要援護者支援方
針」を策定し、関係団体に説明するとともに、新
型コロナウイルス対策についても基幹福祉避
難所に周知を図っている。今後も避難所開設訓
練の実施などにより避難行動への意識醸成、防
災意識の向上に努め、具体的な避難行動に繋げ
ていきたい。

新型コロナ対策の情報公開

Q新型コロナウイルス感染症対策本部が設置
され、様々な政策や方針が決定されてきたが、

決定に至るまでの経過が全く見えない。今後の
第２波第３波に対し、これまでの対策を検証し、
備える意味でも、対策本部の議事録を議会や市
民に公開し、政策決定過程の透明化を図るべき
と思うがどうか。
A会議の「開催日時」「議題」「会議資料」及び会
議で決定した「市の対応方針」はホームページ
上で速やかに公表しており、引き続き迅速な情
報発信と情報公開により行政の透明性の確保
に努めていく。議事録についてはどのような形
で公開できるか今後検討してまいりたい。

公 菅野議員

つ あわはら議員

防　災

市長のリーダーシップ・
市民への発信

Qこのたびの新型コロナ対応のような緊急事
態下においては、市長の顔やリーダーシップが
伝わることが重要である。より多くの市民に直
接発信するためにも、市民の身近な情報収集手
段である地元テレビをもっと有効に活用すべき
でなかったのか。
Aご指摘は承知していたので、記者会見を数多
く開催し、大きな方針だけではなく、具体的な政
策についても、できるだけ自ら発表することに
努めてきた。地元放送局のサンテレビには直近
の６月16日を含め4回出演させていただいた。
今後もこのような機会をできるだけ持つように
対応していきたい。

行政手続きのICT化

Qwithコロナの時代、人との接触機会を減少さ
せるため、行政手続きのオンライン化が有効で

ある。オンライン手続きの利用件数や種類の増
加を図るとともに、文化施設の予約など現在行
われているオンライン手続きについても利便
性を向上させるよう改善すべきではないか。
A平成31年3月時点でオンライン手続きが可
能な申請は約60種類で、対象の手続きが少な
く、気軽に利用しやすい仕組みとなっていない
ことが課題である。電子申請の推進役である企
画調整局情報化戦略部と各部局が連携して問
題点を分析し、文化施設の予約をはじめ早急に
改善したい。

afterコロナを見据えた
市役所の働き方改革

Qafterコロナ時代を見据えて、在宅勤務や民間
委託可能な仕事などの全体像を洗い出した上で
業務改革を実施するなど、スマートな市役所にし
ていくべきではないか。
A市長就任以来、人口減少時代にふさわしい行
政サービスのあり方を考え、働き方改革をしっ
かり位置付けた市役所改革を進めてきた。今後
は、困難を伴うと思うが、在宅勤務可能な仕事、

神戸に居住しなくても可能な仕事の洗い出しと
いう視点も踏まえて対応するとともに、民間委
託については、委託先が満足感をもって仕事が
できるよう、課題の整理、検証を進めながら、働
き方改革を推進していきたい。

人口減少対策

Q人口減少時代のまちづくりとして「リノベー
ション神戸」が進められているが、新型コロナの
影響で停滞することのないよう進めるとともに、
神戸市の人口減少対策をさらに強力に進める
べきではないか。
Awithコロナ時代における人々の行動様式、居
住に対する選好の変化などを注意深く観察しな
がら、「リノベーション神戸」を立ち止まることな
く着実に進める。本市の人口減少の大きな原因
は自然減であり、出生数の増加が重要であるた
め、子育て支援をしっかり進めていく。また、住み
替え促進や空き家の活用に全庁的に取り組み
たいと考えている。

自 安井議員

公 髙瀬議員

維 辻議員

国 前島議員

行財政

自
PCR検査体制の構築

Q新型コロナの第２波第3波に備え、くまなく検
査体制を整えるため、地元企業のシスメックス
が進めている検査キットの研究開発を、産業振
興のためにも支援するとともに、兵庫県の地域
包括支援交付金を活用できるよう県と連携すべ
きではないか。
Aシスメックスは、同社が国内初の薬事承認を
取得した検査キットを用いてPCR検査を実施し
ている。また、同社と川崎重工業が設立したメ
ディカロイド社のロボット技術を活用した検査
の自動化への取り組みを市も支援する。今後も
新たな検査機器について国の補助事業の対象
となるよう県に要望するなど支援していきたい。

地場産業に対する支援策

Q神戸では、ケミカルシューズや真珠など多く
の地場産業が市民生活を支えてきたが、新型

コロナに伴う消費低迷などにより大きな影響
を受けている。地場産業に特化した支援策を
実施すべきではないか。
A本市では、地場産業を含めた市内中小企業へ
の独自の支援策として、事業継続や販路開拓、
新商品・サービス開発を支援する「チャレンジ支
援補助金」を創設している。また、各業界と今後
の取り組みを協議しており、新たにオンラインを
活用した商談会なども予定している。需要回復
に向け、既存予算も活用しつつ各業界のニーズ
に合わせた対応を考えたい。

公的病院の維持充実

Q新型コロナの第２波第３波が懸念され、感染症
対策のできる公的病院の役割が重要になってい
る今、コロナ患者の受け入れ体制が整っている
済生会兵庫県病院と三田市民病院の統合はあり
えない。神戸市は両病院との協議の場で統合に
は反対という立場をとるべきと考えるがどうか。
A協議には両病院からの要請により参加してお
り、済生会兵庫県病院からは統合を協議するこ

とを了承したものではないと確認している。本市
としては、北神地域の急性期医療と救急医療を
守り、安心・安全な医療を確保する観点から、両
病院の連携についての議論に参加していきたい。

生活困窮者への自立支援

Q新型コロナにより相談が増加している生
活困窮の方や、行き場のない妊婦などに対
し、行政として支援を強化するとともに、区
役所の生活保護の相談窓口の体制拡充など
を図るべきではないか。
A生活困窮者の支援のため、これまでも面接員
の増員及び大幅な事務の改善を行ってきたが、
今回の相談件数の増加を受け、面接員体制の見
直しも含め対応を検討したい。
　さらに、予期せぬ妊娠などにより悩みを抱え
る妊婦などに対しては、「思いがけない妊娠ＳＯ
Ｓ相談事業」を通じて支援を行ってきたが、今後
は新たに兵庫県と連携し、若年妊婦等支援事業
を実施する予定である。

安井議員

こ 伊藤議員

共 朝倉議員

維 ながさわ議員
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